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小職によるWeeklyは今回が最終号となります。これ

まで大変お世話になりました。後任によるレポートも

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

コロナ後のニューヨーク州経済の行方 

【要旨】 
 

 

 当地ニューヨーク州は今回のパンデミックで経済的な打撃を特に大きく受け、足元

の回復度合い（パンデミック前比）は他州に比べて遅れている。例えば失業率につ

いて、州別内訳の確認できる直近 2021年 5月は米国全体が 5.8％とパンデミック前

（2020 年 2 月）に比べて＋2.3％ポイント上昇（悪化）した水準にあるなか、ニュ

ーヨーク州の失業率は 7.8％とパンデミック前に比べて＋4.1％ポイント上昇した水

準にある。また、実質域内総生産（GRP）については、直近 2021 年 1-3 月期の米

国全体（実質 GDP）はパンデミック前（2019 年 10-12 月期）に比べて▲0.9％減少

した水準にあるが、ニューヨーク州は▲3.7％減少した水準にある。 

 ニューヨーク州経済がコロナ禍において他州以上に悪化した背景には例えば、「人

口の密集した大都市圏を抱えること等から新型コロナウイルスの感染拡大を抑制す

るために厳格な経済活動の制限を必要とした」、「感染症による当初の被害が甚大

であったことから、人々の感染症に対する警戒が特に強い状態が続いた」等が考え

られる。 

 今後のニューヨーク州経済は、経済活動の制限が概ね解除されるなかペントアップ

需要等も期待され、当面は比較的堅調な回復が予想される。しかしながら、その先

の経済動向には不透明感も強い。例えば、感染症が終息しなければ、人口が密集し

ていて感染症による被害も大きかったニューヨーク市での居住・勤務が敬遠され、

他地域・他州へのシフトが進む可能性もある。また、ニューヨーク市経済にとって

は観光・ビジネスでの来訪者も重要となろうが、感染症のみならず、治安悪化やア

ジア系への差別問題、米中対立等がそうした来訪の抑制要因となり得よう。 

 何れにしても、ニューヨーク州経済にとって 2001 年同時多発テロ事件、2008・09

年金融危機に続く今世紀 3度目のチャレンジと位置付けられる今回の帰結が明らか

になるまでには、まだ暫く時間を要しそうである。 
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新型コロナウイルス感染症による人口 10万人当たりの死者数に関し、ニューヨーク州は全

米で 2番目に多い 

小職最終号となる本 Weekly では、今回のパンデミックによる被害・影響が米国の中でも

特に大きかった当地ニューヨーク州の経済の現状を確認したい。 

最初に新型コロナウイルス感染症に関し人口 10万人当たりの死者数を州別に改めて確認す

ると、ニューヨーク州は 270人程度とニュージャージー州に次いで全米 50州の中で 2番目に

多い（第 1図）。 

 

 

 

ニューヨーク州の失業率はパンデミック前に比べて＋4.1％ポイント上昇した水準にある 

ニューヨーク州はパンデミックを受けた経済の悪化も大きく、足元の（パンデミック前比

の）回復度合いは他州に比べて遅れている。例えば失業率について、州別内訳の確認できる

直近 2021年 5月は米国全体が 5.8％とパンデミック前（2020年 2月）に比べて＋2.3％ポイン

ト上昇（悪化）した水準にあるなか、ニューヨーク州の失業率は 7.8％とパンデミック前に比

べて＋4.1％ポイント上昇した水準にある（次頁第 2 図）。このニューヨーク州の失業率悪化

幅は、州別にみた場合にハワイ州（＋5.4％ポイント）、ネバダ州（＋4.2％ポイント）に次い

で 3番目に大きい（注 1）。 

（注 1）ハワイ州とネバダ州の失業率悪化幅が大きいのは、州経済に対して観光の与える影響が大きいことが主因とみ

られる（ニューヨーク州の失業率は、最悪時（2020年 4月）には 16.2％まで上昇）。また、失業率を直近の水準

でみると、ニューヨーク州（7.8％）は、ハワイ州（8.1％）、ニューメキシコ州（8.0％）、カリフォルニア州

（7.9％）に次いで全米で 4番目に高い。 
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（注）7月5日集計。

（資料）米疾病対策センター統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第1図：州別にみた新型コロナウイルス死者数・感染者数
（人）
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ニューヨーク州の失業率は、2000 年頃より概ね全米の失業率と同水準で推移してきた（第

3 図）。即ちニューヨーク州を見れば全米の雇用状況も大体掴めた訳だが、パンデミックを

経て少なくとも現在はそうした関係が一旦無くなっている。 

なお、ニューヨーク州の足元の雇用者数を業種別にパンデミック前と比較すると、「飲食

店・宿泊施設・レジャー」の減少率が▲30.7％と大きい（第 4 図）。実際、ニューヨーク市

の中心部では飲食店等が閉店したことによる空き店舗が依然として目立っている。 

 

  

 

ニューヨーク州の実質 GDPはパンデミック前に比べて▲3.7％減少した水準にある 

ニューヨーク州は、実質域内総生産（GRP）も他州に比べて回復が遅れている。直近 2021年

1-3月期の実質 GRPは、米国全体（実質 GDP）がパンデミック前（2019年 10-12月期）に比べて

▲0.9％減少した水準にあるが、ニューヨーク州は▲3.7％減少した水準にある（次頁第 5図）。
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（資料）米国労働省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第2図：州別にみた失業率の変化幅（2020年2月→2021年5月）
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（資料）米国労働省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

-45

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

建
設
業

製
造
業

商
業
・輸
送
・公
益

金
融

専
門
・ビ
ジ
ネ
ス

サ
ー
ビ
ス

教
育
・医
療

飲
食
店
・宿
泊
施
設
・

レ
ジ
ャ
ー

政
府

2020年2月の雇用者数〈左目盛〉
2021年5月の雇用者数〈左目盛〉
2020年2月→2021年5月の変化率〈右目盛〉

（万人）

（資料）米国労働省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第4図：業種別にみたニューヨーク州の雇用者数
（％）
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ニューヨーク州の減少率は、州別にみた場合にハワイ州（▲7.3％）、ワイオミング州  

（▲5.8％）、オクラホマ州（▲3.8％）に次いで 4番目に大きい。 

この結果、米国全体の名目 GDPに占めるニューヨーク州の割合は低下している。ニューヨ

ーク州の占める割合は直近 2021年 1-3月期に 7.97％となっていて、パンデミック前（2019年

10-12月期）に比べて▲0.27％ポイント低い（第 6図）（注 2）。 

（注 2）パンデミック前の 2019年 10-12月期において、米国全体の名目 GDPに占める割合が高い上位 5州は、カリフォ

ルニア州（14.7％）、テキサス州（8.6％）、ニューヨーク州（8.2％）、フロリダ州（5.2％）、イリノイ州

（4.1％）である。 
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（資料）米国商務省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第5図：実質GDPの変化率（2019年10‐12月期→2021年1-3月期）
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（資料）米国商務省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第6図：名目GDPシェアの変化幅（2019年10‐12月期→2021年1-3月期）
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ニューヨーク州経済の回復一巡後の動向には不透明感も強い 

ニューヨーク州経済がコロナ禍において他州以上に悪化した背景には例えば、「人口の密

集した大都市圏を抱えること等から新型コロナウイルス感染拡大を抑制するために厳格な経

済活動の制限を必要とした」、「感染症による当初の被害が甚大であったことから、人々の

感染症に対する警戒が特に強い状態が続いた」等が考えられる。 

今後のニューヨーク州経済は、経済活動の制限が概ね解除されるなかペントアップ需要等

も期待され、当面は比較的堅調な回復が予想される。しかしながら、その先の経済動向には

不透明感も強い。例えば、感染症が終息しなければ、人口が密集していて感染症による被害

も大きかったニューヨーク市での居住・勤務が敬遠され、他地域・他州へのシフトが進む可

能性もある。また、ニューヨーク市経済にとっては観光・ビジネスでの来訪者も重要となろ

うが、感染症のみならず治安悪化やアジア系への差別問題、米中対立等がそうした来訪の抑

制要因となり得よう。 

何れにしても、ニューヨーク州経済にとって 2001 年同時多発テロ事件、2008・09 年金融

危機に続く今世紀 3 度目のチャレンジと位置付けられる今回の帰結が明らかになるまでには、

まだ暫く時間を要しそうである。 

 

（2021年 7月 6日 栗原 浩史 hikurihara@us.mufg.jp） 
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